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はじめに

⚫ 一般送配電事業者が、周波数調整や需給調整を行うための調整力を、より効率的に
調達・運用するために需給調整市場が開設され、2021年4月から三次調整力②
（以下「三次②」という。）の取引が開始された。また、2022年4月から三次調整力
①(以下「三次①」という。)の取引が開始された。

⚫ 三次①・三次②については、取引開始以降、調達不足や価格の高騰等の課題が生じ
ており、それらの課題に対しどのように対応するか、検討が必要な状況。

⚫ また、ノンファーム電源については、混雑が限定的であるという将来の見通しを踏まえ、当
面（2026年程度まで）の間、需給調整市場に参入可能と整理していた。しかし、接
続申し込みの増加等を背景に、第43回系統ワーキンググループ（2022年11月30
日）では、複数のエリアにおいて、2026年度までに基幹系統で混雑が発生する可能性
が示された。そのような状況を踏まえ、混雑が発生した際の需給調整市場における課
題と対応について、早急に再整理が必要。

⚫ 今回は、そのような状況を踏まえ、調整力の効率的な調達の在り方や、需給調整市場
におけるノンファーム電源の扱いと課題について、ご議論いただきたい。
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（参考）調整力公募から需給調整市場へ

※ ｢電源｣は旧一電電源、新電力電源、DR等

⚫ 周波数を維持し安定供給を実現するため、一般送配電事業者は需要と供給を最終的に一致させる
調整力を確保するという、極めて重要な役割を担っている。そのため、2016年10月より調整力公募を
毎年実施し、周波数維持義務を果たすために必要な調整力をエリア内で確保してきたところ。

⚫ また、2021年4月よりエリアを越えた広域的な調整力の調達・運用と、市場原理による競争活性化・
透明化による調整力コスト低減を図るため、需給調整市場を開設し取引を開始した※。DR事業者や
新電力等の新規事業者も市場に参加し、より効率的で柔軟な需給運用の実現が望まれている。
※2021年度は需給調整市場の商品のうち三次②のみ取引開始。2022年度からは三次①の取引を開始し、他商品は2024年度より導入予定。

需給調整市場創設前 需給調整市場創設後

各エリアの一般送配電事業者が公募により調整
力を調達

一般送配電事業者がエリアを超えて市場から調
整力を調達

一般送配電事業者A

公募

電源A 電源A

一般送配電事業者B

公募

電源B 電源B

一般送配電事業者C

公募

電源C 電源C

電源A

一般送配電事業者C
一般送配電事業者B

一般送配電事業者A

需給調整市場

電源A

電源B

電源B

電源C

電源C

エリアA エリアC

エリアA

エリアB エリアC
エリアB

(調整力公募)

第51回電力・ガス基本政策小委員会
（2022年6月30日）資料5-1より抜粋
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（参考）需給調整市場で取り扱う商品と導入スケジュール

⚫ 電力需要の変動は成分毎に分解可能であり、発電機はそれぞれの変動成分に対応した機能を使い分
けて周波数制御を実施している。需給調整市場ではこの制御機能等を踏まえ、応動時間や継続時間
に応じて一次調整力から三次②までの5つの商品を取り扱う予定。

⚫ 需給調整市場において調整力を広域調達するためには、システム改修や連系線の運用変更が必要と
なるため、まずは2021年度より低速域の三次②の広域調達を開始することとした。また、2022年度
からは三次①の調達を開始し、他商品は2024年度から取引を行う予定である。

年度 2021 2022 2023 2024 2025

商
品
区
分

三次②
応動時間45分以内
継続時間：3時間

三次①
応動時間15分以内
継続時間：3時間

二次調整力②
応動時間5分以内

継続時間：30分以上

二次調整力①
応動時間5分以内

継続時間：30分以上

一次調整力
応動時間10秒以内
継続時間：5分以上

▼調達開始

▼調達開始

▼調達開始

▼調達開始

▼調達開始

長周期成分
（サステンド分）

短周期成分
（フリンジ分）

極短周期成分
（サイクリック分）

分解

負

荷

時間

ＦＩＴインバランス特例
に起因する

再エネ予測誤差

＜ある一日の電力需要の例＞ ＜商品区分と導入スケジュール＞

第68回制度検討作業部会
（2022年7月14日）資料5より抜粋
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（参考）調整力の調達・運用方法

⚫ 2022年度は、需給調整市場の５商品のうち三次①、三次②のみが取引開始しており、調
整力公募においても調整力を調達している状況。

⚫ 調整力公募は2023年度までを予定しており、2024年度からは応動時間や継続時間に応
じ、商品が５つに細分化された需給調整市場を通じて、調整力を調達することとなる。

⚫ また、2024年度以降で調整力が不足する場合には、容量市場でのリクワイアメントとなる余
力活用に関する契約による調整力等を利用することとなる。

<調整力細分化の方向性> <調整力の調達・運用方法の変遷>

（出所）第5回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会（2017年8月18日）資料2より作成
第38回調整力の細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会（2021年12月10日）資料２より抜粋

一・二次調整力
（GF・LFC）

周
波
数

調
整

需
給
バ
ラ
ン
ス

調
整

一次調整力
（GF相当枠）

二次調整力
（LFC相当枠）

三次調整力

電源Ⅰーa

電源Ⅰーｂ

一次調整力
（GF相当枠）

二次調整力
（EDC-H）

三次調整力①
（EDC-L）

三次調整力②
（低速枠）

第68回制度検討作業部会
（2022年7月14日）資料5より抜粋
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（参考）需給調整市場導入によるメリット

（出所）第11回制度検討作業部会（2017年9月19日）資料4より抜粋

⚫ 送配電部門の法的分離により、需給調整を担う給電指令機能が発電部門から分離され、市場調達を通して
需給調整を行う仕組みの確立が可能となった。

⚫ 需給調整をエリアを越えて広域的に行うことにより、コスト面に関する以下のような効率化が期待されている。

① 複数の一般送配電事業者が協調し、エリアを跨いで広域的に調整力を調達することによる、必要な調整力調達コスト
（ΔｋＷ）の低減

② 協調して広域的に運用することによる運用コスト（kWh）の低減および各エリア内での運用と比べ調整力の総量が
減ることによる調達コストの低減

⚫ また、ゲートクローズ後の最終的な局面においても、新電力の調整力リソースが旧一般電気事業者と同じ土
俵で競争することとなり、安定供給の観点でもより効率の良い運用が行われることも期待されている。

⚫ そのような効果を実現するためには、需給調整市場取引価格(ΔｋＷ)の公開やメリットオーダ ーでの発電、
新電力の電源やデマンドレスポンスの活用、調整の柔軟性が高い電源（周波数調整用の電源）が評価さ
れる仕組みが必要であるとした。

＜調達面のメリット＞ ＜運用面のメリット＞

第68回制度検討作業部会
（2022年7月14日）資料5より抜粋



論点①：効率的な調整力の調達について
①-1:三次①応札量増加に向けた取組について
①-2:需給調整市場ガイドラインの改定について
①-3:調整力の効率的な調達について

論点②：ノンファーム電源の扱いについて

6
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効率的な調整力の調達について

⚫ 2022年度より取引が開始されたゲートクローズ以降の変動に対応する三次①は、市場開設直後
より調達不足（落札量が募集量に満たないケース）が発生しており、市場としての競争性や調
整力の調達不足が課題となっており、対応策を検討する必要がある。

⚫ 2021年度より取引が開始された、FITインバランス特例に起因する再エネ予測誤差に対応するた
めの調整力である三次②については、足下の燃料価格の高騰等の影響を受け、調達費用が高
騰した。そのような状況を踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会が価格の分析を行い、機会費用
と逸失利益の計上、持ち下げ供出の扱い、起動費等の扱いに関する整理について、議論・検
討を行った結果を踏まえ、需給調整市場ガイドラインの改定について、検討している状況。

⚫ 現在、需給調整市場については、複数エリアによる共同調達や、三次②余剰分の時間前市場供
出による有効活用、分散型リソースや、需要抑制から発電まで可能なリソース（ネガポジリソー
ス）の活用等、検討を進めている。一方で、三次①や三次②の取引状況を踏まえると、調整力
の調達や運用が効率的なものとなっているか、改めて検証が必要であるとも考えられる。

⚫ そのような状況を踏まえ、調整力の調達の在り方に関して、以下３点についてご議論いただきたい。
（1）三次①応札量増加に向けた取組について
（2）需給調整市場ガイドラインの改定について
（3）調整力の効率的な調達について
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2022年度三次①の取引状況

⚫ 2022年度の取引開始以降、三次①は調整力公募も継続するなか、募集量を削減し
調達を行っているが、募集量に対し応札量が不十分である状況が継続しており、応札
量全量が約定するブロックも多い状況。

⚫ 三次①の調達率が低調な時期は、三次②と比較しても、調達単価が高水準で推移し
ていることが多い。
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募集量 調達量（億ΔkW・h）

＜募集量及び調達量＞ ＜ΔｋW調達単価と調達率＞
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三次①の応札不足について

（出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料２より事務局で一部加工

⚫ 三次①をはじめとする調整力の応札不足が継続した場合、市場における競争不足による価格の
高騰や、調整力の調達不足による安定供給への支障が懸念される。

⚫ 現在は調整力公募による調整電源が活用できるため、日々の需給に支障は生じていない。また、
2024年度以降は新たに余力活用に関する契約が開始され、安定供給の観点ではセーフティネッ
トとなり得ると考えられる。

⚫ 一方で、それだけでは十分ではなく、需給調整市場に本来期待されていた、調整力調達コストの
低減や、運用コストの低減といった効率化を実現するためにも、三次①が応札不足である状況
には対策を講じていく必要がある。

⚫ その際、2024年度以降、一次から三次②までの全調整力を需給調整市場から調達することにな
るため、応札不足への対応も、三次①だけではなく全調整力を対象として実施する必要がある。

応札
不足

調達
不足

市場における 調整力の事業者行動
市場応札における

市場の競争環境 継続すると

市場における競争不足に
よる調達価格の高騰

安定供給への支障

2023年度までは調整力公募、
2024度以降は余力活用により対応
（市場外調達の増加）
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（参考）余力活用に関する契約

（出所）第32回需給調整市場検討小委員会（2022年9月26日）資料2より抜粋

⚫ 2024年度容量市場開設後において、一般送配電事業者がゲートクローズ後に周波数制御・需
給バランス調整・系統運用を実施する際は、ゲートクローズ前の発電事業者等の計画策定に支
障を与えないことを前提に、社会コストの低減等、より効率的・安定的な需給調整、系統運用を
実施するため、余力を活用する仕組みを設けることが整理されている。

⚫ 余力活用に関する契約においては、必要なΔkWが市場で調達できない場合、 ΔkW調達不足へ
のセーフティネットとして、スポット市場における小売供給力確保後は、余力活用契約による電源の
追加起動を認めることとしている。

出力

価格

高安

＜余力活用の対象のイメージ図＞
【運転状態】

ΔkW
として約定

発電計画

発電計画

発電計画

余力活用
対象

余力活用
対象

起動停止が必要
で指令に応じられ
ない電源は対象
とならない

※緊急時には余
力活用による追
加起動を許容
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三次①応札に係る取引事業者への調査について

⚫ 第68回制度検討作業部会における取引事業者へのアンケート調査の結果においては、週間調
達であるため需給変動リスクを考慮した応札となっている等の回答をいただいた。それらの回答を踏
まえ、より実態を把握する観点から、電力広域的運営推進機関とともに、代表的な取引事業者
を選定のうえ、ヒアリング調査を実施した。

第68回制度検討作業部会
（2022年7月14日）資料5より抜粋
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応札不足に対するヒアリング結果

⚫ ヒアリングの結果、週間調達による予測の不確実性を理由に、全事業者が何らかの需給変動リスクを
織り込み応札量を算定していた。一方で、リスクの織り込み方については、1項目のみ織り込んでいる事
業者もいれば、複数項目勘案している事業者も存在した。バランス停止機についても、大半の事業者は
応札量に含めている一方で、応札量に含めていない事業者もいる等リスクへの対応に違いが見られた。

⚫ また、需要変動リスクの織り込み以外で応札量が増えない要因として、三次①以外の取引量を事前に
控除したうえで応札している事業者が複数存在した。背景は様々であるが、価格規律・ガイドラインの
解釈の違いが影響していると考えられる。

⚫ その他、既に固定費を回収した競争力の高い電源は、スポット市場に入札した場合、シングルプライス
オークションにより限界費用以上の利益が得られる可能性が高い。さらに、前日取引である三次②も、
三次①と価格規律が同じであり、三次②でも同様に各費用を回収できる。それらの理由から、週間調
達である三次①に応札するインセンティブが低いという回答もあった。

＜ヒアリング結果＞

（出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料２より事務局で一部加工

考え方 事業者からの意見例

応札量算定時にある程度の
リスクを勘案

バランス停止機の影響や、再エネ供給力の下振れ、電源脱落リスクや想定需要の上振れに加え、天気予報
の変動等。

三次①応札量からスポット
市場入札量を控除

需給調整市場供出によるスポット市場への供出量の減少が「適正な電力取引についての指針」に即してい
るか判断できない。また、週間ではスポット市場の価格想定が困難であり、逸失利益算定の合理的な説明
が困難。また、競争力の高い電源はスポット市場へ供出する方が経済的である。

三次②供出量を控除 属地エリアの安定供給の観点から、属地エリアの三次②供出量も意識した上で入札する。

エリア応札量に合わせ入札 属地エリアの安定供給の観点から、属地エリアを参考に入札量を確定する。

価格規律・競争環境 週間調達である三次①と前日取引の三次②の価格規律が同じであり、固定費等は三次②でも回収が可能で
あることから、スポット市場での買い戻しリスクを抱えてまで三次①に応札するインセンティブが低い。
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論点①－１：三次①応札量増加に向けた取組について（１／２）

⚫ 調整力の応札量増加については、分散型リソースやネガポジリソース（需要抑制から発電まで可
能なリソース）、DRの市場参入促進等を進め、より多くのリソースを活用するとともに、市場競
争力を活発化させることも非常に重要である。

⚫ 一方で、ヒアリング結果を踏まえると、リスクの織り込み方について、リスクの織り込み自体は否定さ
れるものではないものの、複数項目のリスクを織り込んでいる事業者が、リスクの織り込みが少な
い事業者に追従することができれば、応札量は増加する可能性がある。さらに、価格規律やガイ
ドラインの解釈の違い等が解消されることで、応札行動も変化し、調整力応札量が増加する可
能性もある。

⚫ 関係各所と連携のうえ、取引事業者とのコミュニケーションや審議会等での議論を通し、そのような
事業者毎の差について解消を促すことが、応札量増加にも繋がると考えられるのではないか。

バランス停止機

再エネ供給力
下振れ

電源脱落
リスク

想定需要の
下振れ

週間取引時点

0~1%の上振れ 0~1%の上振れ

スポット取引時点 翌日取引時点

ヒアリング結果において回答の
あった需給変動リスクの各項目

複数項目のリスクを織り込んで
いる事業者が、リスクの織り込
みが少ない事業者に追従する
ことができれば、応札量は増加
するか。

週間取引以降の取引において織り込
みが想定されている需給変動リスク

事業者間における、スポット市場との関係を踏まえた、価格規律やガ
イドラインの解釈の差異が解消されることで、応札量は増加するか。

（出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料２より事務局で一部加工
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論点①－１：三次①応札量増加に向けた取組について（２／２）

⚫ 他方、取引事業者毎のリスクの考え方の差異が解消されたとしても、週間調達であることによる予
測の不確実性が根本的に解消されるわけではない。

⚫ そのような予測の不確実性の低減策としては、例えば取引スケジュールの変更も考えられるので
はないか。第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）では、FIT通知も踏ま
えた再エネ供給力の計算や、スポット市場前のBG供出量検討に要する時間（4時間）の確保
等を勘案したうえで、前々日（FIT1回目通知後から2回目通知までの間）に毎日三次①等
の調整力を取引する案を示している。

⚫ 取引スケジュールの変更による効果、実務面を勘案した実現可能な取引スケジュール、安定供給
といった観点も踏まえ、スケジュール変更も視野に入れ、関係各所とともに実施の可否やその内
容について、検討する必要があるのではないか。

⚫ なお、現在2024年度に向け需給調整市場のシステム改修が進められており、スケジュール変更
を行う場合も、実装まではある程度の時間を要すると考えられるため、その点も考慮し検討を進
める必要がある。

（出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料２より事務局で一部加工

前々日
前日

午前 午後

16時

FIT1回目
通知

6時 10時 12時 14時 17時

FIT2回目
通知

SP市場
入札〆

BG計画
提出

三次②
入札〆

時間前市場
開場

1週間前

月曜14時 火曜14時

取引実施日の次の土曜日
からその次の金曜日に必要
となるΔｋWをまとめて調達

入札受付時間

火曜15時

約定処理
(現状)

第34回需給調整市場
検討小委員会において

示された案

FITの1回目～2回目
通知の間に日々取引 スポット市場供出量検討

に4時間程度必要 三次①取引スケジュールの変更も視野に入れ検討が必要か
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2022年度の三次②取引状況

⚫ 再エネ予測誤差に対応する調整力である三次②については、社会コスト低減や再エネ導入拡大の
観点より、安定供給を維持しつつ、調達量の低減や合理化が求められているところ。

⚫ これまでも複数気象モデルの活用等、必要量削減に向けた取組を進めてきており、2022年度からは
エリア間の共同調達等、さらなる募集量低減の取組を行っている。

⚫ 2022年度の取引状況について、前年同月と比較した場合、三次②の募集量が増加しているエリ
アもあるが、減少しているエリアも多く、募集量削減にむけた取組の効果も一因となっていると考え
られる。

⚫ 他方、足下の燃料価格高騰等の影響等を受け調達単価は全国的に上昇しており、調達費用は前
年同月対比で増加しているエリアもみられる。

＜募集量＞ ＜調達単価＞ ＜調達費用＞（円/ΔｋW・h）（億ΔｋW・h） （億円）

北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州 北海道 東北 東京 中部 北陸 関西 中国 四国 九州

■2021年度4月～11月
■2022年度4月～11月

■2021年度4月～11月
■2022年度4月～11月

■2021年度4月～11月
■2022年度4月～11月
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三次②の入札価格等に関する分析

⚫ 三次②の取引では、今夏約定価格が上昇し、8月には最高約定価格が347.8円/kW・30分となり、過去最
高となった。そのような価格高騰を踏まえ、電力・ガス取引監視等委員会においては、本年8月の三次②の入
札価格等のデータに関して報告徴収を行うとともに、合理的な行動となる価格で入札を行っているかを確認す
るため、ヒアリング等を行った。

⚫ 分析の結果、機会費用と逸失利益の計上に関する考え方について、事業者毎に解釈が異なることが判明
した。また、電源の起動並列において、調整力として使用しない最低出力を維持するための電力分を、他のユ
ニットの出力を下げることにより調整し、出力を下げたことにより余力分が生じたユニット（以下「持ち下げ供出
機」という）を需給調整市場に入札している事業者が複数確認された。その際、起動供出機の起動費単価
を機会費用として計上している事業者がいることが確認された。

⚫ その他、約定したユニットを必ず起動しなければならないという整理はないものの、三次②に応札し、約定したも
のの、実需給時に起動していないユニットが存在することが判明した。また、その場合の起動費の扱いも、事
業者により異なることが判明した。

＜とある事業者における追加起動供出に伴う発電持ち下げ機の供出イメージ＞

（出所）第78回制度設計専門会合（2022年10月25日） 資料３より抜粋
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論点①－２：需給調整市場ガイドラインの改定について

⚫ 分析結果を踏まえ、機会費用と逸失利益の計上、持ち下げ供出の扱い、起動費等の扱いに関
する整理について制度設計専門会合において議論・検討が行われ、とりまとめられた。そのうえで、
機会費用や逸失利益の考え方等については引き続き検討することとし、以下の点については需給
調整市場ガイドラインを改定することについて、電力・ガス取引監視等委員会より建議が行われた
ところ。

⚫ 本件は、電源側の費用を必要な範囲で回収しつつ、その適正化を図るものであり、より合理的な
入札行動に資すると考えられることから、建議の通り需給調整市場ガイドラインを改定することと
してはどうか。

＜需給調整市場ガイドライン 改定事項 ＞

• 限界費用に含まれる燃料コストについては、特段の事情がない限り、定格出力までの間の適切な価格を１つ選定する旨、記載する。また、揚水発電等
の限界費用については、需給調整市場ガイドラインの調整力kWh 市場における記載を参照する旨、記載する。

• 卸電力市場価格（予想）は、当該エリアのスポット市場価格と時間前市場価格の想定値の範囲内から、適切な価格を１つ選定する旨、記載する。
なお、受け渡し日の前週に取引が行われる場合、卸電力市場価格（予想）はスポット市場価格の想定価格とし、受け渡し日の前日に取引が行われ
る場合、卸電力市場価格（予想）は時間前市場価格の想定価格とする旨、記載する。また、時間前市場価格の想定価格は、スポット市場価格を
基に算定する旨、記載する。

• ΔkW価格の算出に当たっては、「ΔkW価格≦当該電源等の逸失利益（機会費用）＋一定額等」の式を満たすようにし、「等」は売買手数料とする旨、
記載する。

• 原則、起動費等の入札価格への反映は１回分までしか認めないこととし、１回分の起動費等を各入札ブロックに約定確率を考慮して按分するなど、入
札事業者において工夫する点や、取り漏れが生じた起動費等については、当該年度の先々の取引において計上することを許容する旨、記載する。

（出所）第400回電力・ガス取引監視等委員会（2022年12月13日）資料５より抜粋

＜ガイドライン改定の方向性＞

• 「機会費用と逸失利益の計上に関する整理」では、需給調整市場ガイドラインにおける限界費用、卸電力市場価格（予想）等について明確化。

• 「持ち下げ供出の扱いに関する整理」では、需給調整市場に対して起動供出機を供出し、同時に持ち下げ供出機も供出する場合の、持ち下げ供出機
に関する入札価格の考え方を整理。

• 「起動費等の扱いに関する整理」では、実需給時までに起動しなかったユニットの起動費の返還方法や、電源差替え時の価格の考え方等について整理。
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（参考）ガイドライン変更点をはじめとする制度設計専門会合での整理

（出所）第79回制度設計専門会合（2022年11月25日）資料３より抜粋
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論点①ー３：調整力の効率的な調達について

⚫ 三次①や三次②においては、取引開始毎にそれぞれ調達量の未達や調達費用の大幅な上昇と
いった問題が生じ、関係各所と連携のうえ、一体的に検討を進めてきたところ。

⚫ これらの問題は、三次①、三次②特有の問題ではなく、2024年度に取引が開始される他商品に
おいても共通の課題となり得ることから、2024年度に調達を始める前に、調整力の調達が効率
的なものとなっているか、改めて関係各所と連携のうえ検討を進めてはどうか。

第47回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会（2022年12月6日）資料1より抜粋
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（参考）分散型リソースの活用について

⚫ 次世代の分散型電力システムに関する検討会では、次世代の分散型電力システムを構築してい
くため、蓄電池等の分散型リソースを需給調整市場等で最大限活用できるよう、機器個別計
測を可能とする評価方法やBG組成の考え方について議論を進めているところ。

⚫ 2022年度内を目処に、個別論点について詳細な議論・検討を進め、各種審議会等と連携しつ
つ、必要な制度改正等に繋げていく予定。

（出所）2022年11月7日
第1回次世代の分散型電力システムに関する検討会 資料７

第46回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会（2022年11月15日）資料3より抜粋
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（参考）脱炭素調整力の活用、ネガポジ電源の市場参入

⚫ 系統蓄電池や揚水発電機等が、単体ネガポジリソース（需要抑制から発電まで可能なリソー
ス）として需給調整市場へ参加可能となることで、応札量増加が期待できる。それらの参加要件
について議論を行い、実出力指令は2023年度から、出力変化量指令は2024年度から参入可
能とされた。

第34回需給調整市場検討小委員会
（2022年12月14日）資料４より抜粋



第46回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会（2022年11月15日）資料2より抜粋
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(参考) 三次調整力② 複数エリアによる共同調達について

⚫ 三次②募集量の低減対策の一つとして、エリア毎に確保しているΔkWの募集量に対して、エリア
間の不等時性を考慮し、複数エリアで共同調達するスキーム※を2022年4月から導入した。

※実運用において空容量が残存している蓋然性が高い連系線に接続しているエリアにて実施
（東ブロック：東北・東京エリア、 中西ブロック:北陸・関西・中国・四国・九州）

⚫ 今後、共同調達の実績を蓄積することにより、適宜、対象エリア拡大も含めた共同調達実施エリ
アの見直しについて、電力広域的運営推進機関と連携のうえ検討していく予定。

Y

X X

Y
X´

Y´

Bエリア

募集量

Aエリア

募集量

単独調達 共同調達 Aエリア調達量 Bエリア調達量

共同調達による減少分を各エリアに配分

調達量減少

＜共同調達の考え方（イメージ）※１＞ ＜2022年度の共同調達実施エリア※２＞

※2021年度上期の連系線空容量をもとに検討
※矢印は空容量のある向き
※連系線空容量の見直しにより、共同調達実施エリアの範囲は変わりうる

※１：第64回制度検討作業部会（2022年4月25日）資料5-1より作成
※２：第27回需給調整市場検討小委員会（2021年12月21日）資料3より作成

第47回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会（2022年12月6日）資料1より抜粋
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（参考）三次調整力②の時間前市場への売り入札

⚫ 電源有効活用や社会コスト低減の観点から、実需給が近づき余剰となることが明らかになった
三次調整力②を時間前市場に供出することを検討。まずは３時間ブロックで調達することにより、
太陽光の上振れ・下振れにかかわらず余剰となる調整力の供出を想定している。

⚫ 2025年度には３時間ブロックでの調達を見直す予定であることから、制度の有効性を担保するた
めにも、2023年度早期の開始を念頭に準備を進めている。将来的にはシステム対応等を目指
しつつ、当面の対応として、主に人間系（マニュアル）で対応することを基本に関係各所と整理
を進めているところ。まずは早期開始を目指しつつ、供出可能量を増やす取組についても引き続き
検討を行う予定。

（出所）2022年11月2日
第33回需給調整市場検討小委員会 資料2

第46回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネット
ワーク小委員会（2022年11月15日）資料3より抜粋
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需給調整市場におけるノンファーム電源の取り扱いについて

⚫ 基幹系統の混雑については、2021年1月よりノンファーム接続の受付を開始しており、
ローカル系統の混雑についても、2023年4月1日よりノンファーム接続の受付の開始を予
定している。

⚫ 第58回広域系統整備委員会（2022年1月26日）における基幹系統の混雑見通し
を踏まえ、2026年度までは混雑はほぼ発生しないことから、当面の間、ノンファーム接続
が適用された電源については、需給調整市場へ参加できることとしていた。

⚫ 一方で、第43回系統ワーキンググループ（2022年11月30日）において、複数のエリ
アで、2026年度までに基幹系統における混雑が発生する可能性が示されたことから、
混雑が発生した際の需給調整市場における課題と対応について、早急に再整理が必
要となっている。

⚫ 上記を踏まえ、需給調整市場検討小委員会においても、基幹系統およびローカル系統
での混雑発生時の需給調整市場における課題と対応について検討を行っている。今回
は、需給調整市場検討小委員会における議論も踏まえ、需給調整市場におけるノン
ファーム電源の扱いについてご議論いただきたい。
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（参考）ノンファーム接続適用系統とノンファーム接続適用電源

（出所）第42回広域系統整備委員会（2019年8月5日）資料1より抜粋



27

（参考）2026年度の混雑シミュレーション

⚫ 第58回広域系統整備委員会において、2026年度における地内基幹系統の混雑シミュレーショ
ンを実施した結果、混雑が発生する設備は1,411箇所のうち東京エリアの2箇所(1系統)であり、
年間のうち混雑が発生する時間の割合はそれぞれ0.14%及び2.17%であり、極めて限定的
であった。

⚫ その結果を踏まえ、2026年度までの間は、ノンファーム接続が適用された電源については、需給調
整市場へ参加できることとしていた。

第58回広域系統整備委員会
（2022年1月26日）資料1－1より抜粋
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（参考）2027年度の混雑シミュレーション

⚫ 一方で、2027年度においては、軽負荷期等限定的な断面ではあるが、全国の複数エリアにおい
て、基幹系統・ローカル系統の両方で混雑が発生する見込み（各100箇所以上）が示されてお
り、別途検討が必要。

第63回広域系統整備委員会
（2022年9月21日）資料2より抜粋
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（参考）新規接続申込みの増加等による状況の変化

⚫ 本年1月の第58回広域系統整備委員会において、2026年度までは基幹系統における混雑は
ほぼ発生しないとされていたが、新規接続申込みの増加等により状況が変化。本年11月の第
43回系統ワーキンググループでは、配電系統に接続される電源が要因で北海道エリアで混雑が
発生すること、また、将来の不確実性まで踏まえたアクセス申込み等の想定を踏まえると、さらに
多くのエリアで混雑が発生しうることが示された。

⚫ そのような状況を踏まえ、需給調整市場においても、基幹系統で混雑が発生した際の需給調整
市場における課題と対応について、早急に再整理が必要となっている。

第43回系統ワーキンググループ
（2022年11月30日）資料４より抜粋
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系統混雑発生時の需給調整市場における課題について

⚫ 第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）では、系統混雑発生時の需給
調整市場における課題として、混雑処理に必要な混雑処理用ΔkWを非混雑系統でどのように確
保するのか（課題①）、系統混雑により調整力が利用できないことによる需給調整用ΔkWの不
足にどのように対応するか（課題②）の２点が挙げられた。

⚫ さらに、需給調整市用ΔkWが不足した場合については、代わりとなるΔkWを非混雑系統側でどの
ように代替するか（課題②－１）、発動制限される需給調整用ΔkWをどのような考え方で負担
するか（課題②－２）、２つの課題が挙げられている。

⚫ また、前提となる混雑状況が変化していることを踏まえ、ノンファーム電源の参加のあり方についても、
改めて検討が必要である（課題③）。

（出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料３を事務局で一部加工

区分 課題 詳細

系統全体 ①混雑処理用ΔkWの確保 混雑処理に必要な混雑処理用ΔkWを非混雑系統でどのように確保
するか

②需給調整用ΔkWの不足 発動が制限される混雑系統の需給調整用ΔkWを非混雑系統側でど
のように代替するか（課題②－１）

発動制限される需給調整用ΔkWをどのような考え方で負担するか
（課題②－２）

リソース全体 ③参加の在り方 ノンファーム電源の需給調整市場への参加を認めるか否か
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（参考）課題① 混雑処理用ΔkWの確保について

（出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料３より抜粋

⚫ 地内で系統混雑が発生した際には、混雑系統で下げ調整、非混雑系統で上げ調整を行う「混
雑処理に関する事象」に対応する調整力（混雑処理用ΔkW）が必要となる。混雑系統は下げ
余力で対応できるが、非混雑系統でいかに上げ調整を行う混雑処理用ΔkWを確保できるかが
重要となる。

⚫ また、エリア全体で確保される需給調整用ΔkWと異なり、混雑処理用ΔkWの確保については、
「電源がどの系統に属するか」という考え方が必要となる。
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（参考）課題② 需給調整用ΔkWの不足について

⚫ 需給調整用ΔkWはエリア全体で確保しているものの、系統混雑が発生した場合、混雑系統で確
保した需給調整用ΔkWが発動できなくなる。これにより、エリア全体として需要・再エネ出力変
動・電源脱落に対応する需給調整用ΔkWが不足し、需給調整が困難になる可能性がある。

⚫ その場合、非混雑系統において代わりとなるΔkWを確保できるか（課題②－１）、発動制限さ
れるΔkW価値の取り扱いはどうするか（課題②ー２）、整理する必要がある。

（出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料３より抜粋
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系統混雑発生時の需給調整市場における課題について

⚫ 第34回需給調整市場検討小委員会では、現時点での各エリアの基幹系統における混雑量・混
雑見通しを踏まえると、課題①については、現時点における混雑処理用ΔkWの必要量は少量
であるため、非混雑系統内の余力で対応可能であるとした。

⚫ また、課題②-1についても、各エリアの基幹系統における発動制限量を確認したところ、2026年
度までの混雑見通しは軽負荷期での発生であり、軽負荷期は設備量に対し残余需要が少なく、
非混雑系統側の余力は設備量として十分にあるため、非混雑系統においてΔkWを代替すること
は自体は可能であるとした。

【2026年度までの混雑発生見通し（基幹系統）】

【2026年度までの発動制限見通し（基幹系統）】 [MW]

[MW]

（出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料３より抜粋
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論点②：ノンファーム電源の扱いについて（１／２）

⚫ 新規接続申込の増加等の状況変化はあるが、2026年度までの系統混雑に関する再
評価を踏まえても、混雑発生初期はその影響は小さく、混雑処理用ΔkWの確保（課
題①）や需給調整用ΔkWの代替（課題②－１）については、余力の範囲で対応可
能である見通しである。

⚫ そのため、基幹系統起因のノンファーム電源については、従来通り、需給調整市場の
参加に必要なその他の要件を満たしていることを前提に、当面（2026年程度まで）
の間は需給調整市場に参加できることとしたい。

⚫ ローカル系統起因のノンファーム電源についても、需給調整市場の全商品の取引が
開始され、かつローカル系統の混雑発生が見込まれる2024年度以降から当面
（2026年度程度まで）は認めることとしたい（課題③）。

⚫ そのうえで、2027年度以降の対応については、混雑見通し等を踏まえつつ別途検討
することとしてはどうか。
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（参考）混雑系統に関する容量市場の整理状況

⚫ 容量市場については、第72回制度検討作業部部会において、関係する審議会等の整理を踏ま
え、検討が必要な課題が示されたものの、現時点の必要供給想定の検討状況を鑑みると、ノン
ファーム電源の市場参加を制限するものでないとした。

第72回制度検討作業部会
（2022年11月31日）資料5抜粋
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発動制限されるΔkWの取り扱いについて（課題②－２）

⚫ 一方で、発動制限される需給調整用ΔkWをどのような考え方で負担するか、ΔkW代替の実施
主体及び責任主体については、各案の特徴を踏まえつつ、関係各所と連携のうえ更なる検討が
必要であるとされている。

第34回需給調整市場検討小委員会
（2022年12月14日）資料３より抜粋
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論点２：ノンファーム電源の扱いについて（２／２）

⚫ 案１の場合、事業者が自ら非混雑系統から代替ΔkWを準備し、費用を負担するため、立地誘導インセンティ
ブはあるが、代替ΔkWを確実に確保できるか懸念がある。

⚫ 案２は、一般送配電事業者が事業者の代わりに代替ΔkWを確保する点が案１と異なっており、代替ΔkW
確保の確実性は高く、安定供給に寄与するとも考えられる。一方で、一般送配電事業者との費用の清算方
法については、整理が必要である。

⚫ 案３の場合、発電側としてはΔkW費用を確実に回収できる一方、活用されなかったΔkWにも費用を支払う
ため、国民負担が増加することとなる。また、事業者に対して、非混雑系統で需給調整用ΔkWを供出させる
立地誘導インセンティブがないことも考慮する必要がある。

⚫ そのような各案の特徴を踏まえ、費用負担の在り方についてはどのように考えるか。また、その他の対応方
法等は考えられるか。

⚫ 本課題については早急に整理を進めることとしたい。そのうえで、需給調整市場の全商品の取引が開始され、
かつローカル系統の混雑発生が見込まれる2024年度から、今回の整理を適用することとしてはどうか。

案１ 案２ 案３

考え方 混雑系統で需給調整用ΔkWを落札した
事業者が、自ら非混雑系統で代替ΔkW
を確保

一般送配電事業者が非混雑系統で代替
ΔkWを確保、確保費用は混雑系統で需
給調整用ΔkWを落札した事業者が負担

一般送配電事業者が非混雑系統でΔkW
を確保

代替ΔkW確保の実施主体 事業者 一般送配電事業者 一般送配電事業者

責任主体 事業者 事業者 一般送配電事業者

代替確保費用の考え方 事業者が特定負担 事業者が特定負担
(一般送配電事業者が立て替えて回収)

一般負担

代替ΔkW確保の確実性 事業者次第であり、確実性に懸念 確実性は高い 確実性は高い

立地誘導インセンティブ あり あり なし

（出所）第34回需給調整市場検討小委員会（2022年12月14日）資料３を事務局で一部加工


